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令
和
7
年
度
（
令
和
6
年
度
実
施
）
雄
武
町
行
政
評
価

事
務
事
業
評
価
の
結
果
を
公
表

　

雄
武
町
で
は
行
財
政
運
営
に
「
計
画
（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）
」
「
実
施
（
Ｄ
Ｏ
）
」
「
評
価
（
Ｃ

Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
）
」
「
改
善
（
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ
）
」
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
取
り
入
れ
、
総
合

計
画
の
効
果
的
な
推
進
に
努
め
て
い
ま
す
。
こ
の
度
、
令
和
6
年
度
に
実
施
し
た
事
業

に
つ
い
て
行
政
評
価
を
実
施
し
ま
し
た
の
で
、
評
価
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
限
ら
れ
た
行
財
政
資
源
の
有
効
活
用
を

図
る
観
点
か
ら
事
業
の
見
直
し
・
変
更
や

拡
充
、
休
・
廃
止
な
ど
を
行
い
、
評
価
を

通
じ
て
事
務
事
業
を
再
構
築
し
、
町
民

ニ
ー
ズ
に
対
す
る
適
切
な
対
応
や
持
続
可

能
な
行
財
政
基
盤
を
確
立
し
ま
す
。

評
価
の
目
的

評
価
方
法
と
件
数

　
令
和
6
年
度
に
政
策
予
算
事
業
と
し
て

実
施
し
た
２
８
８
件
の
事
務
事
業
に
つ
い

て
、
次
の
方
法
に
よ
り
評
価
し
ま
し
た
。

一
次
評
価　
―　
自
己
評
価（
２
８
８
件
）

　
担
当
課
が
自
ら
行
う
評
価
。

二
次
評
価　
―　
評
価
会
議
（
78
件
）

　
自
己
評
価
の
う
ち
、
内
容
の
聞
き
取
り

が
必
要
と
認
め
る
事
務
事
業
に
つ
い
て
、

副
町
長
な
ど
で
構
成
す
る
評
価
会
議
が
行

う
評
価
。

　
評
価
調
書
は
、
役
場
窓
口
お
よ
び
町

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
て
公
表
し
、
広
く
町
民

の
皆
さ
ん
か
ら
ご
意
見
を
募
集
し
ま
す
。

　
な
お
、
評
価
結
果
は
確
定
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
お
寄
せ
い
た
だ
い
た
ご
意

見
に
つ
い
て
は
、
来
年
度
以
降
の
行
政

評
価
の
参
考
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

◆
意
見
募
集
期
限

　
9
月
30
日
㈫　
17
時
ま
で

※
意
見
の
提
出
方
法
な
ど
詳
し
く
は
、

担
当
係
へ
問
い
合
わ
せ
い
た
だ
く

か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

問
総
合
政
策
課
政
策
調
整
係

評
価
の
ポ
イ
ン
ト

　
行
政
評
価
で
は
、事
業
の「
必
要
性
」「
有

効
性
」「
効
率
性
」「
公
平
性
」
の
４
つ
の

点
を
重
視
し
、
総
合
的
に
Ａ
～
Ｄ
の
４
段

階
で
区
分
し
ま
す
。　
　

　
ま
た
、
今
後
の
展
開
方
向
は
、「
現
状

維
持
」「
見
直
し
・
変
更
」「
拡
充
」「
休
・

廃
止
」
な
ど
で
今
後
の
事
業
の
方
向
性
を

区
分
し
ま
す
。

　
な
お
、本
年
度
の
評
価
は
【
表
１
】【
表

２
】
の
と
お
り
と
な
り
ま
し
た
。

【表１】総合評価

区分 事業数 内　　　容

Ａ 249 件　
良好に進んだ
計画どおり事業を進めることが適当

Ｂ 34 件　
おおむね良好に進んだ
事業の進め方に改善が必要

Ｃ 3 件　
計画を達成できていない
事業規模や内容などの見直しが必要

Ｄ 2 件　
事業効果が表れていない
事業の統合、休・廃止の検討が必要

計 288 件　

【表２】今後の展開方向
区　分 事業数 内　　　容

現状維持 230 件
事業内容、事業量に大きな変更がなく、
予算増減が少ないもの

見直し・変更 27 件
事業効果の発現等、根本的に事業内容
の見直し・変更を要するもの

拡　充 13 件
事業内容、事業量に相当程度の変更が
あり、予算増を伴うもの

縮　小 5 件
事業内容、事業量に相当程度の変更が
あり、予算減を伴うもの

統　合 1 件
事業内容の類似する事業に統合するも
の

終　了 6 件
単年度事業、期間満了により事業が終
了となるもの

休　止 5 件
事業を休止するもの（状況に応じ事業
を再開）

廃　止 1 件 事業を取り止めるもの

計 288 件

評
価
調
書
の
公
表

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト

計　画
ＰＬＡＮ

実　施
ＤＯ

評　価
ＣＨＥＣＫ

改　善
ＡＣＴＩＯＮ ＰＤＣＡサイクル

三
次
評
価　
―　
町
長
評
価
（
35
件
）

　
評
価
会
議
な
ど
で
評
価
し
た
事
務
事
業

の
う
ち
、
特
に
必
要
と
認
め
る
事
務
事
業

に
つ
い
て
町
長
が
行
う
評
価
。

令和7年度国勢調査を実施します
回答はかんたん便利なインターネットで！

◉国勢調査は、令和7年 10月 1日㈬現在、日本に住んでいるすべての人と世帯が対象
　です。

◉9月下旬頃から、調査員が皆さまのお宅を訪問し、調査書類をお配りします。

◉回答は、10月 8日㈬までに、スマートフォンやパソコンからかんたん便利なインター
　ネットでお願いします（郵送も可能です）。

◉スマートフォンからの回答は、QRコードを読み取ることで簡単にログインできます。
　IDやパスワード（アクセスキー）の入力は不要です。

◉10月 8日㈬までに回答が確認できない場合は、調査員が調査票の回収に伺います。

◉国勢調査の結果は、国や地方公共団体だけではなく子育て支援への利用、防災対策へ
　の利用、企業等での利用など、私たちの身近な暮らしに使われています。

国勢調査については、「国勢調査2025キャンペーンサイト」をご覧ください。

https://www.kokusei2025.go.jp/

◎国勢調査は、統計法という法律に基づき、日本に住んでいるすべての人・世帯（外
　国人の方を含む）に回答の義務がある大切な調査です。

◎国勢調査をよそおった不審な訪問者や、不審な電話・電子メール・ウェブサイト
　などにご注意ください。

◎調査員は、その身分を証明する『国勢調査員証』を携帯しています。

問総務課広報統計係


